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世界の産業成長（＝ライセンス・イン）の潮流

１５C
ヴェネチア１８C 米

１９C 日

１１C 宋１７C 英

2

火薬、羅針盤
印刷

特許法

147416241790

1885

２世紀・後漢：製紙

1791 仏
1815 露
1867 伊
1877 独
1917 ソ連

1908 韓
1985 中



50                     60                      70                     80                 90                      00

低価格
粗悪品

米国市場で台頭
テレビ、カメラ、時計

高品質・高価格で高評価
米国を追い越す
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国内販売
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1976：物質特許
新薬研究へ

欧米への独占ライセンス

（併売）
自社開発品

戦後の日本産業の発展
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現地子会社販売

1985 $1=¥237 プラザ合意
1988 $1=¥128

1987ﾊﾟｿｺﾝ、電動工具、ﾃﾚﾋﾞ100%報復関税



エレクトロニクス業界のライセンスはオープンであった

特許侵害警告→ライセンス許諾→実施料取得
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ライセンス・オープンで後発メーカーが凌駕

米
国
企
業

RCA社
1950-1960年代：TV特許を日本メーカーに許諾

1964年：米国市場シェア４２％ 日本企業から高額実施料収入

→売上低下→1985年GE社へ売却
ゼニス・エレクトロニクス社→1995年 LGエレクトロクニス社へ売却

２０１０年代 サムスン、LG世界
シェア５０％近く

1950年代：市場参入→米国企業RCA社からライセンスイン
（1953年白黒TV特許、1963年カラーTV特許実施料支払）

1980年代：世界トップシェア（高品質） →米国企業の締め出し
2010年代：世界シェア激減（コスト競争化）

1980年代 市場参入→米国・日本企業からライセンスイン
→2014年 韓国２社で世界トップシェア

日
本
企
業

韓
国
企
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テレビ世界市場（IHS Display社調査）
2015年第2四半期：サムスン28.5％、LG14.1％、ソニー7.3％、ハイセンス

テレビ
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1970年インテルDRAM開発製品化（→1985年撤退）
→1985年SIA(米国半導体工業会)は日本企業をダンピングで

USTRへ申立て→Micronﾃｸﾉﾛｼﾞｰ社は独禁法違反で提訴
→ 1987年：日本製パソコン、電動工具、

カラーテレビに100%の報復関税

1970年代：市場参入→米国企業からライセンスイン
→1980年代：最高品質で一時80％近くの世界トップシェア

→2012年：エルピーダメモリ社はMicronﾃｸﾉﾛｼﾞｰ社へ売却

1980年代 廉価DRAMで市場参入 →日本技術（者）流出
米国・日本企業からライセンスイン

→2010年代 韓国２社で約60％の世界トップシェア

日
本
企
業

韓
国
企
業

米
国
企
業

DRAM（半導体メモリ）

 市場に応える商品技術の強化が課題
 ライセンスアウト（許諾）は、技術の売却

→ライセンスのクローズとオープンの使い分けが望まれる
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戦後～1960年代：国内防衛出願→米国、欧州への出願強化

1980年代：大量出願 米国、欧州、韓国、台湾への出願強化

1990年代：質優先による絞込出願 1990年：不正競争防止法改正

発明秘匿：ノウハウ保護の強化

2000年代：戦略的出願の強化

（国内2000年：40万件→2014年３３万件）

中国、新興国への外国出願強化

知的財産権利化の変遷（エレクトロニクス業界）

特許

米国特許登録件数ランキング

トップ１０中の日本企業1996年：８社→2015年：３社

WIPO国際特許出願件数ランキング

トップ１０中の日本企業：2006年：２社→ 2014年：２社
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新興国での技術流出対策特許取得

 生産、販売拠点での特許取得
 技術輸出のための特許取得

エンフォースメントの困難な国でも
 現地子会社からの技術ロイヤルティ回収に活用（節税）
 他社との国際ライセンス契約に際し、特許実施料回収可能
 特許があればエンフォースメント可能性があり、将来的には

強い武器となる。
 営業秘密漏洩の場合の保護力となる

 国内企業内の営業秘密管理強化（技術者への処遇改善）
 現地技術者の流動を考慮した技術輸出（機器の発注）
 現地営業秘密管理強化：エンフォースメントの強化
 営業秘密契約管理の徹底

ノウハウ保護強化
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オープン（公開）

技
術
情
報
（
発
明
）

クローズ（秘匿）

ライセンス

オープン（許諾）クローズ（独占）

特 許

ノウハウ

 独占的実施権
（専用実施権）

 半独占的実施権
（独占的通常実施権）

 非独占的実施権
（通常実施権）

コア 技術

周辺 技術

C＆O：クローズ＆オープン戦略

クローズ＋オープンで収益を確保するビジネスモデル造り

② ①

③ ④



模倣品被害

出所：「2014年度模倣被害調査報告書」 P8図４、,P10図８ ２０１５年３月 特許庁

知的財産権の権利別被害者数の割合

海外において模倣被害
を受けた国・地域
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アセアン６カ国：インドネシア、タイ、マレーシア、
シンガポール、ベトナム、フィリピン



出所：「2014年度模倣被害調査報告書」 P76 ２０１５年３月 特許庁

国内・国外における模倣被害対策の効果
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 製造工場の調査・摘発
 税関での輸入差し止め
 警告書を送付
 訴訟の提起
 冒認出願への対策
 インターネット上の対策
 啓発活動及び注意喚起

出所：「2014年度模倣被害調査報告書」 P83, P109図5.4-2 ２０１５年３月 特許庁

 業界団体・同業他社と連携活動
 真贋判定セミナーの実施
 現地への駐在員派遣
 行政摘発
 生産拠点の変更
 ホログラムシール導入

模倣対策例

企業規模別の模倣被害対策における企業間連携の実施状況



ご清聴ありがとうございました
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